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目黒区保健医療福祉計画素案について

所得格差と社会保障構造改革によって、お金がなければ必要な医療も福祉も受けられないといった深刻な事態がひろがっています。

とりわけ、介護保険の改定や障害者自立支援法の制定によって高齢者や障害者またその家族が地域の中で自立した生活を送ることがますます困難になっています。こうした中で、目黒区が掲げる地域福祉の理念である「『個人の尊厳と人間性の尊重』を基盤とした、『自立生活の確立』と『健康寿命の延長』」を実現してゆくためには、介護保険改定、障害者自立支援法制定後の影響を正確につかみ、両制度の枠内で解決困難な課題については、地域福祉の立場で補完・充実させることが求められています。

以上の立場で以下意見を述べます。

1、 目黒区保健医療福祉計画は行政の計画であるとともに医療、福祉、介護にかかわる関係者や地域住民がともに支え合うなかで進めていかなければなりません。そのためには、計画内容を住民に十分説明し、区民参加ですすめられるべきです。しかし、説明会もわずか３回、「目黒区保健医療福祉計画」だけとればわずか２回しか行われず、説明内容も大変不十分なものです。計画（案）の説明にあたっては、住区ごとに行うとともに、関係者及び団体に対し資料の送付を含めた案内を送付すること。

2、 所得格差が広がる中で低所得者対策を改定の重要な課題として位置づけるとともに、保険料、利用料の減額制度を拡充すること。また、医療費の負担増を軽減させるために高齢者医療費助成制度を創設すること。

3、 区が直接運営する地区福祉サービス事務所は、高齢者だけでなく子どもからお年寄りまでの地域の総合相談窓口であるとともに、保健・医療・福祉をつなぐコーディネイトととして重要な役割を担っています。委託による新包括支援センター計画は凍結し、住民参加で見直すこと。また、新たに包括支援センターを２万人から３万人に１ヶ所の割で増やすこと。在宅支援センターへの補助金廃止はやめるとともに必要に応じて地域包括支援センターとして位置づけること。

4、 区独自の生活支援ヘルパー派遣事業については、①対象年齢を６５歳まで拡大すること②同居家族がいる場合でも家事援助サービスが受けられるようにすること。③病院の付き添いや病院内での解除も対象とすること。③低所得者については利用料減免制度を設けること。

5、 民間事業者も含め、介護職員の安定した人材を確保するために人件費等の補助を行うこと。また、障害者および介護施設の運営費補助を行うこと。

6、 低所得者に対する居宅サービス利用料の減額制度を維持するとともに、所得制限を緩和すること。

7、 認知症高齢者グループホームの整備計画を確実なものにするためには民間任せにせず区有地および東京都などの遊休地の確保を図るなどして区として直接整備を行うこと。小規模多機能施設整備計画を立てること。

介護保険事業計画素案について

２００６年介護保険制度が大幅に改定されてからはじめての改定になります。ホテルコストの導入や介護報酬の削減、介護予防や適正化の名によるサービスの抑制によって、介護を必要とする人やその家族が安心して介護を受けられない状況が広がっています。さらに後期高齢者医療制度の創設によって高齢者の負担はますます重くなっています。目黒区は、介護保険者として制度の問題点を明らかにし、国に改善を求めるとともに、改定される介護保険事業計画に当たっては、高齢者が安心して介護を受けられるようサービス内容の充実、保険料・利用料の負担軽減に努めるべきです。

以上の立場で以下意見を述べます。

1、 介護保険給付費の国庫負担２５％を、介護保険導入前の５０％に計画的に引き上げ、当面は３０％にするよう区として国に強く働きかけること。また、増税による緩和措置を新年度も継続するよう国に働きかけること。

2、 利用実績については所得階層利用状況を掲載すること。事業量算定に当たっては、人数だけでなく、金額でも示すこと。

3、 保険料の値上げは行わないこと。保険料各所得階層別負担額については、多段階方式だけでなく所得段階１の対象を拡大するとともに保険料を基準額の０．２５倍に引き下げること。また、保険料減免制度についても、老齢加算の廃止などで対象者が減少し、制度の趣旨が活かされていない。対象を生活保護基準の１・３倍に引き上げるとともに、申請方式ではなく職権で引き下げるようにすること。
4、 予防介護や同居家族などを理由とした介護サービス抑制が行われ、必要な介護が受けられない状況になっている。ケアマネージャーが必要と認めたものについては家事援助・生活支援が行われるようにすること。

目黒区障害者計画素案について

　障害者自立支援法の抜本見直しが求められていますが、政府は、最大の問題となっている「応益負担」については見直しの考えが示されていません。目黒区基本構想で示す「障害をもつ人ももたない人も・・すべての人が人間として平等であり尊厳が保たれる社会の実現」する立場に立って以下意見を述べます。

1、 国に対し、「応益負担」の廃止を含めた抜本的な見直しを求めること。

2、 障害者計画の説明会でも、視力障害者への情報提供や説明内容の不十分かが明らかになった。障害者への情報提供をいっそう進めるために、とりわけ視力障害者への点字文書の配布など情報提供に努めること。また、テープによる「めぐろ広報」の障害者情報を充実すること。

3、 幼児、学齢期など発達の段階ごとに相談・支援機関が異なることによって系統的な相談が受けられない。心身障害者センターあいアイ館などに総合相談機能を充実させること。
4、 保護者の高齢化などで、在宅での生活が困難になった場合や、親亡き後の施設よして、障害者入所施設を整備すること。また、知的障害者の緊急一時施設を区の責任で設置すること。
5、 すくすくのびのび園については障害児を抱える親の負担を減らすために利用料を無料にすること。また、障害児の兄弟の保育体制を保障すること。
6、 精神障害者の働く場であるとともに生活や就労に必要な支援をおこなう精神障害者「就労継続支援施設」、「就労移行支援施設」などについては、民間任せにせず区として整備すること。
　以上
　
